
第1節 東日本大震災の教訓を活かした災害対策の総点検の必要性
（ハードとソフトの一体的取組み）
東日本大震災の悲惨な被害を前にして、改めて、「国土・地域の安全・安心なくして我が国の持続
的な発展はない」ことが再認識された。国民生活、経済産業活動にとって、国土・地域の安全・安心
は不可欠の条件である。
自然災害の発生を止めることはできない。自然条件の変化に伴う災害リスクの拡大や、高齢化等の
社会環境の変化による新たな防災上の課題の拡大が懸念される中、財政制約が厳しい状況にあって
も、様々な知恵と工夫により、事前の備えを進め、社会の災害に対する脆弱性を軽減することによ
り、災害被害を最小化する不断の取組みが求められる。

今回と同じような被害を繰り返さないためにも、今後様々な場で検証がなされる大震災の教訓を、
災害に強い国土づくりに活かしていく必要がある。
1896年の明治三陸地震津波では、死者が2万人以上に達し、その後、1933年に再び昭和三陸地
震津波が同じ地域を襲い、この時も死者・行方不明者がほぼ3,000人に達した。この2回の津波の間
には、ほぼ40年の開きがあるが、2度目の災害の発生に当たり、地震後の津波の襲来に対する警戒
心が人々の間に十分になく、このことが被害の増大を招いたことが知られている。また、昭和三陸地
震津波以降も同様に、防波堤・防潮堤の整備、土地利用規制、高台への移転、避難体制等の様々な
ハード・ソフト施策が行われてきたが、施策によっては、長い時間の経過につれて、生活の不便等か
ら、持続・徹底がなされてこなかったものもあった。このような例を考えるとき、防災で最も大切な
ことは、過去の災害から教訓を引き出し、それに対していかに継続的な対策を実施していくかという
ことである。

これまでの巨大地震対策においては、東日本大震災が発生した日本海溝・千島海溝周辺の海溝型地
震のほか、東海地震や東南海、南海地震、首都直下地震など、起こりうる地震や津波の姿を明らかに
し、被害を想定した上で、被害を軽減する具体的な目標を設定し、その達成のための対策を進めてき
た。
こうした地震防災戦略の手法自体の重要性に変わりはないものの、東日本大震災における大きな教
訓の一つとして、こうした戦略の前提となる想定する災害の設定のあり方の検証にとどまらず、ハー
ド対策のみでは自然の猛威を完全には抑えきれないことを前提に、ハード対策、ソフト対策の両面に
わたり、自然災害の最大規模の外力に対して災害時の被害を最小化するため備えを準備しておく必要
があることが挙げられる。

もとより、災害から命や暮らしを守る上で、ハード対策は重要な役割を占める。住宅や公共インフ
ラの耐震性の向上や治水対策、海岸保全など、被害軽減に大きな効果を発揮する事業に重点をおい

第2章 災害に強い国土づくりに向けた課題
て、「選択と集中」の下、早急に進めるべきことはい
うまでもない。
また、ソフト面でも、各種災害の監視・観測体制や
災害・避難情報の迅速な伝達体制の充実・強化、地域
が抱える災害リスクを共有化するためのハザードマッ
プの整備・充実など、依然として改善、強化すべき課
題は山積している注。

そうした取組みと合わせて、迅速かつ円滑な避難や
救急救助、被災者支援、さらには被災地の復旧・復興
も含めて、あらかじめきめ細かに、様々に生じうる事
態に柔軟に対応できるような態勢や仕組みを整えてお
くことが重要である。
一朝一夕にできるものではないが、大震災の教訓を
風化させることなく、息の長い継続した取組みを積み
重ねていく必要がある。

（自助・共助・公助の連携強化）
災害に強い国土づくりに向けては、国や地方自治体のみならず、国民や各界各層の様々な主体が、
それぞれの役割に応じてできうる最善の備えを改めて見直すことが求められる。今般の大震災におい
ても、被災者自身とともに、国民、企業、ボランティア等の無数の力が結集されている。災害被害を
軽減する上で、「自助・共助・公助」の三位一体の取組みが基本であることに変わりはない。

とりわけ、都市や地方を問わず地域コミュニティが希薄化し、防災機能の低下が懸念される中、住
民、自治会を始め、企業や事業者、商工会、NPO、地方自治体等が連携し、多種多様な、しかも地
域地域で異なる災害リスクの特性を把握し、被害を拡大させる要因を分析した上で、関係者間でのリ
スクコミュニケーションを深めつつ、災害知識の共有、リスク回避の具体的な手段の準備やそれを身
につける訓練といった日頃からの地道な取組みを積み重ねていくことが重要となる。
こうした取組みを通じ、自分の身は自分で守る、地域の安全は地域が守るといった被害軽減の基礎
が揺らぐことがないよう、地域の防災力を高めていく必要がある。

注	 国土交通省では、だれでもどこからでも日本中のハザードマップをまるごと閲覧できる「国土交通省ハザードマップ
ポータルサイト」を公表している（http://disapotal.gsi.go.jp/）。また、東京都では、地震に関する地域危険度測定調査
の結果（市区町村別の町丁目ごとの地域危険度）を公表するなど、地方自治体においても先進的な取組みが行われてい
る。

図表83 災害別のハザードマップの整
備状況
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（注）　洪水：1342市町村中1291（2011年3月末）、内水：約
550市町村中146（2011年3月末）、津波：653市町村中
349（2010年3月末）、高潮：639市町村中99（2011年
3月末）、土砂災害：1613市町村中1115（2011年3月
末）、火山47火山中36火山（2010年3月末）

資料）内閣府及び国土交通省資料より作成
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